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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
（ａ）芯材として、低熱膨張特性乃至負の線膨張係数を有する繊維材料を用意し、
（ｂ）該繊維材料上に前記低熱膨張特性乃至負の線膨張係数を有する繊維材料よりは大き
な線膨張係数で正の線膨張特性を持つ導電性材料をめっきを行い、
（ｃ）前記めっきは、無電解めっきを行った後に、電気めっきを行うことを特徴とする低
熱膨張線状体の製造方法。
【請求項２】
　請求項１記載の低熱膨張線状体の製造方法において、前記繊維材料としてザイロン（登
録商標）を用いることを特徴とする低熱膨張線状体の製造方法。
【請求項３】
　請求項１記載の低熱膨張線状体の製造方法において、前記繊維材料としてダイニーマ（
登録商標）を用いることを特徴とする低熱膨張線状体の製造方法。
【請求項４】
　請求項１記載の低熱膨張線状体の製造方法において、前記繊維材料を撚った後に、前記
めっきを施すことを特徴とする低熱膨張線状体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、低熱膨張線状体の製造方法に関するものである。
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【背景技術】
【０００２】
　従来、本願発明者らは低熱膨張線状体として、正の線膨張特性を持つ導電性材料と負の
線膨張特性を持つ有機材料との複合構造化を図り、熱膨張を極力抑えることができる低熱
膨張線状体を下記特許文献１として提案している。
【特許文献１】特開２００３－２８１９４２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、上記した従来の低熱膨張線状体では、ザイロン（登録商標）のプリプレ
グシートなどの有機材料と銅などの金属をエポキシ樹脂などにより接着することで複合化
していたが、接着による複合化は、接着強度やエポキシ樹脂の耐熱性などの点で問題があ
る。
　本発明は、上記状況に鑑みて、有機系新材料と銅などの導電性金属を複合化するのに、
接着剤を使用せずに、有機系新材料に導電性金属をめっきすることにより複合強度と耐熱
性を高めることができる低熱膨張線状体の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明は、上記目的を達成するために、
　〔１〕低熱膨張線状体の製造方法において、芯材として、低熱膨張特性乃至負の線膨張
係数を有する繊維材料を用意し、この繊維材料上に前記低熱膨張特性乃至負の線膨張係数
を有する繊維材料よりは大きな線膨張係数で正の線膨張特性を持つ導電性材料をめっきを
行い、前記めっきは、無電解めっきを行った後に、電気めっきを行うことを特徴とする。
【０００５】
　〔２〕上記〔１〕記載の低熱膨張線状体の製造方法において、前記繊維材料としてザイ
ロンを用いることを特徴とする。
　〔３〕上記〔１〕記載の低熱膨張線状体の製造方法において、前記繊維材料としてダイ
ニーマを用いることを特徴とする。
　〔４〕上記〔１〕記載の低熱膨張線状体の製造方法において、前記繊維材料を撚った後
に、前記めっきを施すことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、有機系新材料と導電性金属を複合化する際に接着剤を使用せずに、有
機系新材料に導電性金属をめっきすることにより複合化し、複合強度と耐熱性を高めるこ
とができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　低熱膨張線状体の製造方法において、芯材として、低熱膨張特性乃至負の線膨張係数を
有する繊維材料を用意し、この繊維材料上に前記低熱膨張特性乃至負の線膨張係数を有す
る繊維材料よりは大きな線膨張係数で正の線膨張特性を持つ導電性材料をめっきを行い、
前記めっきは、無電解めっきを行った後に、電気めっきを行う。よって、複合強度と耐熱
性を高めることができる。
【実施例】
【０００８】
　以下、本発明の実施の形態について詳細に説明する。
　図１は本発明の第１実施例を示す低熱膨張線状体の断面図である。
　この図において、１は負の線膨張係数を有する芯材としての繊維材料であり、例えばザ
イロンまたはダイニーマを用いることができる。５はその繊維材料１にめっきされる正の
線膨張特性を持つ導電性材料であり、例えば銅である。
【０００９】
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　ここに、本発明に用いられるザイロン、ダイニーマと従来の芯材として用いられている
スチールの諸特性を表１に示す。
【００１０】
【表１】

　図２はその低熱膨張線状体の製造工程図である。
　（１）図２（ａ）に示すように、負の線膨張係数を有する繊維材料１（例えば、ザイロ
ンまたはダイニーマ）に撚りをかけて芯材として用意する。
【００１１】
　（２）次に、図２（ｂ）に示すように、その繊維材料１をめっき槽２に浸して、正の線
膨張特性を持つ導電性材料５（例えば、銅）をめっきする。めっき槽２では、電着させよ
うとする金属３（ここでは銅の板状体）と繊維材料１を電解液４中に浸す。ついで、この
繊維材料１を陰極とし、金属３を陽極として、直流電流を流すと、図２（ｃ）に示すよう
に、繊維材料１上に導電性材料５（ここでは銅）をめっきすることができる。
【００１２】
　ここで、めっきの条件としては、電流密度を０．５～３．０Ａ／ｄｍ2 とする。
　なお、めっきは、無電解めっきを行った後に、電気めっきを行うようにしている。その
無電解めっきは、例えば、イオン交換樹脂を原料にした前処理剤をスプレーで繊維材料１
上に塗布し、イオン交換により繊維材料１上に金属イオンを付着させてめっきする。
　その無電解めっきにおける前処理について説明する。
【００１３】
　（１）まず、被めっき材料を、脱脂剤（コンディショナー）により脱脂処理を施す。す
なわち、低熱膨張線状体に付着している汚れを除去する工程が脱脂である。無電解めっき
前処理としてはアルカリ系脱脂剤が多く使用されており、アルカリによる鹸化作用と界面
活性剤の乳化分散作用により、油、指紋などを除去する。また、キレート剤を添加するこ
とにより、金属酸化物をキレート化して溶解し、めっき表面の洗浄とともにぬれ性を与え
る。脱脂液には、後述する触媒付与工程の塩化パラジウム、塩化第１すずのコロイド浴ま
たは錯塩の吸着を高めるための添加剤も加えられている。
【００１４】
　（２）次に、予備浸漬処理を施す。次工程の触媒付与浴は、塩化パラジウム（ＰｄＣｌ

2 ）、塩化第１すず（ＳｎＣｌ2 ）のコロイド浴または錯塩でできている。この触媒付与
液に被めっき材料（または低熱膨張線状体）の水洗水が混入すると、触媒付与液が分解す
る原因となるため、あらかじめ被めっき材料（または低熱膨張線状体）を塩素系イオン含
有液に浸漬させる必要があり、このための液が予備浸漬液である。これにより触媒付与液
の安定性が向上し、めっき品質も安定するようになる。
【００１５】
　（３）次いで、触媒付与処理を施す。この触媒は、ＰｄＣｌ2 －ＳｎＣｌ2 （コロイド
または錯塩）が使用されている。この触媒無電解めっき前の被めっき材料表面に吸着し、
無電解めっきの核として作用する。
　（４）次いで、活性化処理を施す。活性化処理は、触媒付与処理された被めっき材料表
面への無電解めっきの析出を促進させるために重要な工程である。この作用は、塩化第１
すずおよび塩化パラジウムよりなる、加水分解生成物として吸着されている触媒を活性金
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属パラジウムに変え、また過剰の塩化第１すずを除くことにある。この処理は、無電解め
っきの密着性向上の面からも重要である。
【００１６】
　図３は本発明にかかる無電解めっきにおける前処理の作用を示す模式図である。
　ここで、より具体的な無電解めっきにおける前処理の作用について図３を参照しながら
説明する。繊維材料１を基材とした場合について説明する。
　（１）図３（ａ）に示すように、繊維材料１表面は、水和反応により表面水融基を有し
負に荷電している。
【００１７】
　（２）次に、脱脂処理では、図３（ｂ）に示すように、カチオン界面活性剤の吸着によ
り、繊維材料１表面の負電荷の中和が行われる。
　（３）次に、触媒付与処理では、図３（ｃ）に示すように、Ｐｄ－Ｓｎ（合金核）コロ
イド粒子の吸着が行われる。
　（４）次に、水洗処理では、図３（ｄ）に示すように、加水分解によりＳｎ+4はＳｎ（
ＯＨ）4 となり、Ｐｄ－Ｓｎ合金核を覆う。
【００１８】
　（５）次いで、活性化処理においては、図３（ｅ）に示すように、Ｓｎ（ＯＨ）4 層を
溶解除去し、活性なＰｄ－Ｓｎ核を表面に露出させる。
　（６）次に、図３（ｆ）に示すように、無電解めっきの析出初期では、析出する導電性
材料（ここでは銅）がＰｄ－Ｓｎ核を中心にアイランド状に析出させる。
　なお、上記実施例では、負の熱膨張係数の有機線状体を用いるように説明したが、本発
明はそれに限定さるものではなく、低熱膨張係数の線状体であれば、負の熱膨張係数を有
するものでなくともよい。かかる低い熱膨張係数の線状体としては、インバーなどの金属
やカーボンなどを挙げることができる。ただし、低熱膨張係数の線状体の熱膨張係数が被
着される導電性線状体の熱膨張係数より小さいことが条件となる。
【００１９】
　また、上記実施例では、繊維材料１に撚りをかけた。これは、繊維材料に撚りをかける
とめっき特性を向上させることができるためである。
　このように、この実施例では、低熱膨張線状体の製造方法として、低熱膨張特性乃至負
の線膨張係数を有する、芯材としての繊維材料を用意し、この繊維材料上に前記低熱膨張
特性乃至負の線膨張係数を有する繊維材料よりは大きな線膨張係数で正の線膨張特性を持
つ導電性材料をめっきを行い、前記めっきは、無電解めっきを行った後に、電気めっきを
行う。
【００２０】
　このように構成することにより、複合強度と耐熱性の高い低熱膨張線状体を得ることが
できる。特に、スチールの場合には腐食や酸化を防止することができる。
　なお、本発明は上記実施例に限定されるものではなく、本発明の趣旨に基づき種々の変
形が可能であり、これらを本発明の範囲から排除するものではない。
【産業上の利用可能性】
【００２１】
　本発明の低熱膨張線状体の製造方法は、トロリ線、ちょう吊線、電線、ケーブルやレー
ルなどに用いる線状体の製造方法として利用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の第１実施例を示す低熱膨張線状体の断面図である。
【図２】本発明の第１実施例を示す低熱膨張線状体の製造工程図である。
【図３】本発明にかかる無電解銅めっきにおける前処理の作用を示す模式図である。
【符号の説明】
【００２３】
　１　　繊維材料（ザイロン、ダイニーマ）
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　２　　めっき槽
　３　　電着させようとする金属
　４　　電解液
　５　　導電性材料

【図１】

【図２】

【図３】
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